
江東区社会福祉協議会福祉団体等活動助成要綱

（目 的）

第１条 この要綱は、区民が自主的に地域福祉向上・充実を図ることを目的に結成した団体等

の地域福祉活動に対し、その運営及び事業活動への助成を行うことにより、地域福祉の推進

を図ることを目的とする。

（助成対象団体）

第２条 この助成金の交付対象は、次に掲げる条件すべてを満たす福祉団体等を交付対象とす

る。

（１）江東区社会福祉協議会の活動に理解があり、協力する団体であること。

（２）団体の所在地が区内にあり、区民の福祉向上を図ることを目的とした活動を行ってい

ること。

（３）構成員１０名以上からなる団体であり、会費を徴収し、会則、規約を有し、毎年予算

・決算書を作成していること。

（４）地域福祉の向上に寄与する活動を、１年以上継続して行っていること。

（５）営利又は特定の政治・宗教活動に関する活動を目的としない団体であること。

（６）ただし、社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）が、特に必要と認める場合は

この限りではない。

（助成の種類）

第３条 助成対象団体としての条件を満たす福祉団体等に対し、その運営に必要な経費の一部

を助成する。

（助成額）

第４条 助成は予算の範囲内で行い、助成額は別表で定める基準によるものとする。

（助成金の交付申請）

第５条 この助成金の交付を受けようとする福祉団体等は、福祉団体等助成金交付申請書（第

１号様式）に掲げる関係書類を添えて会長に申請しなければならない。

（１）会則、規約又はそれに準じるもの

（２）会員名簿

（３）事業計画書及び収入支出予算書

（４）前年度の事業報告書及び収入支出決算書

（５）その他会長が必要と認める書類



（福祉団体等活動助成審査会）

第６条 福祉団体等活動助成事業の公平性を保持し、事業効果向上を図るため、福祉団体等活

動助成審査会を設置する。

２ 福祉団体等活動助成審査会に関する要綱は、別に定める。

（助成の決定）

第７条 会長は前条の申請があったときは、第６条に定める福祉団体等活動助成審査会の議を

経て、助成の可否及び助成額を決定する。

（決定の通知）

第８条 助成を決定したときは、助成金交付決定通知書（第２号様式）を申請者に通知するも

のとする。

２ 前項の通知を受けた申請者は、速やかに助成金の請求書を提出しなければならない。

（交付決定の取消）

第９条 会長は交付決定を受けた団体等が、次の各号の一に該当したときは、交付決定を取消

すことができる。

（１）助成金を目的外の他の用途に使用したとき。

（２）虚偽の申請があったとき。

（助成金の返還）

第10条 前条の規定により、交付の決定を取消したときは、既に交付した助成金の全額又は一

部の返還を命じることができる。

（委 任）

第11条 この要綱に定めのない事項については、会長が別に定めるものとする。

付 則

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

付 則

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

付 則

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。



「別 表」（第４条関係）

（１）運営費助成

助 成 事 業 等 概 要 基 準 限 度 額 備 考

会員の研修会・研究会等 1.研究会・研修会の 135,000 円を 算出基準は

開催に係る経費等 基準額の上限 別に定める

会報発行事業 2.会報の発行等に係る とする

経費等

その他運営諸経費 3.運営諸経費

〈運営費助成基準額〉

次の団体基本額に会員数による金額を加えた額を運営費の助成額とする。

団体基本額 ２５，０００円

会員数 １０～１５０名 ２０，０００円

１５１～２５０名 ３０，０００円

２５１～３５０名 ４０，０００円

３５１～４５０名 ５０，０００円

４５１～５００名 ６０，０００円

５０１～５５０名 ７０，０００円

５５１～６００名 ８０，０００円

６０１～６５０名 ９０，０００円

６５１～７００名 １００，０００円

７０１名以上 １１０，０００円


